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業務及び財産の状況に関する説明書 

 

【平成３１年３月期】 

 

 

 

 

 

この説明書は、金融商品取引法第４６条の４の規定に基づき、全ての営業所若しくは 

 

事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又はインターネット等で公表するために 

 

作成したものです。 

 

 

 

 

 

 

三 津 井 証 券 株 式 会 社             
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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

  １．商 号                    三 津 井 証 券 株 式 会 社                

 

  ２．登 録 年 月 日                     平成１９年９月３０日 

     （ 登 録 番 号 ）                    （北陸財務局長（金商）第１４号） 

  ※旧証券取引法に関する法律における登録年月日及び登録番号は以下のとおりです。 

   登録年月日：平成１０年１２月１日（北陸財務局長（証）第６号） 

 

  ３．沿革及び経営の組織 

   （１）会社の沿革 

年    月 沿                        革 

昭和 14 年 07 月 07 日 

昭和 20 年 03 月 02 日 

昭和 23 年 10 月 07 日 

昭和 34 年 03 月 16 日 

 

昭和 43 年 04 月 01 日 

昭和 56 年 10 月 12 日 

昭和 63 年 03 月 17 日 

昭和 63 年 09 月 12 日 

平成 10 年 12 月 01 日 

平成 19 年 09 月 30 日 

 

平成 20 年 07 月 22 日 

平成 30 年 11 月 01 日 

平成 31 年 02 月 04 日 

三津井商店（個人企業）として証券業を創業する。 

三津井証券株式会社を設立する。 

証券取引法により登録。（登録番号：第 611 号） 

武生出張所を開設。後に営業所（昭和 43 年 4 月）に昇格、昭和

59 年 4 月に支店へ昇格する。 

証券取引法により免許。（免許番号：第 8378 号） 

小浜支店を開設。 

証券取引法により３号免許を取得。（第 8721 号） 

本店を移転する。 

証券取引法により登録。（登録番号：北陸財務局長（証）第 6 号） 

金融商品取引法により登録。（登録番号：北陸財務局長（金商）

第 14 号） 

武生支店を移転する。 

福井銀行と顧客紹介に関する業務提携契約。 

事業承継・M&A プラットフォームを運営する株式会社トランビ

と業務提携契約。 

（注）平成１９年９月３０日施行の金融商品取引法により、証券業は金融商品取引業に移行されております。 

 

   （２）経営の組織 

       （意思決定機関） 

         ・会社の意思決定のための機関として取締役会を置く。 

         ・取締役会は、経営の基本方針ならびに業務遂行上の重要な事項を協議決定する。 

       （監査実施機関） 

         ・会社の監査実施のための機関として監査役会を置く。 

         ・監査役会は、監査の基本方針ならびに監査遂行上の重要な事項を協議決定する。 

       （会社の業務を分掌する機関及び組織） 

         ・会社の業務を分掌する機関は、本店、支店及び営業所とする。 

         ・本店の組織単位は、部及び課とし、支店及び営業所の組織単位は課とする。 

       （スタッフ） 

         ・スタッフとして、顧問、参与等を置く。 

       （マネージャー） 

         ・マネージャーとして、本店に部長、室長、次長及び課長を、支店に支店長、次長及び課長を、

営業所に営業所長及び課長を置く。 

       （課長代理又は主任） 

         ・課に課長代理又は主任を置くことができる。 

       （各職位の基本的任務、職務権限及び業務分掌） 

         ・各職位の基本的任務、職務権限及び各機関の組織単位の業務分掌は、「職務権限規程」による。 
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       （組織図） 

     ・組織図は、別表のとおり。 

（組織図）
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  ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び 

   総株主等の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．株式会社証券ジャパン １，８０６，０００株 64.50% 

２．アセットマネジメント One 株式会社 １６２，０００株 5.78% 

３．三津井証券株式会社従業員持株会 １０６，５５７株 3.80% 

４．株式会社福井銀行 １００，０００株 3.57% 

５．株式会社北陸銀行 １００，０００株 3.57% 

６．福井信用金庫  ９０，０００株 3.21% 

７．日本生命保険相互会社  ６０，０００株 2.14% 

８．株式会社福邦銀行  ５０，０００株 1.78% 

９．小浜信用金庫 ３０，０００株 1.07% 

９．フクビ化学工業株式会社 ３０，０００株 1.07% 

９．三谷商事株式会社 ３０，０００株 1.07% 

その他（３７名） ２３５，４４３株 8.40% 

計４８名 ２，８００，０００株 100.00% 

    

  ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役    職    名 氏         名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代 表 取 締 役 社 長 武 本  一 美 有 常  勤 

常 務 取 締 役 営 業 本 部 長 平 川    隆 無 常 勤 

常 務 取 締 役 総 務 部 長 森 下    豊 無 常  勤 

取 締 役 本 店 営 業 部 長 濱 岸  謙 治 無 常 勤 

取 締 役 長 﨑  泰 夫 無 常 勤 

監 査 役 堀 川  邦 彦 無 常  勤 

監 査 役 笠 松  平 明 無 非常勤 

監 査 役 冨 山  正 博 無 非常勤 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

  （１） 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の 

     規則をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その 

     他いかなる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行 

     し得る地位にある者を含む。）の氏名 

氏     名 役   職   名 

森下 豊 常務取締役総務部長 

 

  （２） 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28 条第 6 項に規定する投資 

     助言業務をいう。）又は投資運用業（同条第 4 項に規定する投資運用業をいう。）に関し、 

     助言又は運用（その指図を含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第 2 条 

     第 8 項第 11 号ロに規定する金融商品の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者 

     を含む。）の氏名 

氏     名 役   職   名 

該当ありません。  
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  ７．業務の種別 

   （１）金融商品取引業 

①． 法第 28 条第１項第１号に掲げる行為に係る業務 

②． 法第 28 条第１項第 3 号ハに掲げる行為に係る業務 

③． 有価証券等管理業務 

 

   （２）金融商品取引業付随業務（法第３５条第１項） 

①．有価証券の貸借業務ならびにその媒介および代理業務 

②．信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③．保護預り有価証券担保貸付業務 

④．有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤．受益証券にかかる収益金、償還金又は解約金の支払にかかる代理業務 

⑥．投資証券にかかる金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金 

  の支払にかかる代理業務 

⑦．累積投資契約の締結業務 

⑧．有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

⑨．累積投資業務の代理業務 

⑩．譲渡性預金その他金銭債権の売買ならびにその媒介、取次ぎおよび代理にかかる業務 

 

   （３）その他業務 

①．金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理にかかる業務 

②．保険業法第 2 条第 22 項に規定する、保険募集業務 

③．当社の行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

     金融商品取引業等に関する内閣府令第68条第21号で定める「その行う業務に係る顧客に対し 

    他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務」を追加 

 

 

  ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は 

   事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名  称 郵便番号 所 在 地           

本 店       910－0023 福井県福井市順化一丁目 21 番 1 号 ニッセイ福井ビル 

武 生 支 店       915－0814 福井県越前市中央一丁目 9 番 28 号 越前市中央ビル 

小 浜 支 店       917－0077 福井県小浜市駅前町 7 番 6 号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

    該当ありません。 

 

 

１０．苦情処理及び紛争解決の体制 

    金融ＡＤＲ制度も踏まえつつ関係部署が連携してその事実と責任を明確にし、顧客の立場を 

尊重し、迅速・誠実・公平かつ適切にその解決を図り、下記のとおり措置を講ずるものとしま 

   す。 

    ・第一種金融商品取引業・・・ 特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター 

                  との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約 

                  を締結する措置。 
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１１．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

        日本証券業協会 

 

 

１２．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

        該当ありません。（特定の会員証券会社に取次いでいます。） 

 

 

１３．加入する投資者保護基金の名称 

        日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

  １．当期の業務概要 

 

当期の国内株式市場は、好調な米国景気・企業業績を背景に、ドル高が進行し、円安の恩 

  恵を受けて、10月には日経平均株価が27年ぶりの高値となる24,270円をつけるなど順調に推 

  移しました。しかし、その後は米国の長期金利の高止まりを背景に米国株式市場が急落する 

  と下落に転じ、12月にはFRBが世界経済の先行き不透明感から利上げの継続方針を示したこと 

  から米国株が再度急落し、年末には1年3ヶ月ぶりに2万円を割り込みました。実に3ヶ月間で 

  4,700円を超える急落に見舞われることとなりました。31年ぶりの大きさとなる海外投資家の 

  売越額に加え、昨年週間ベースで過去最大の買越額を記録した個人投資家も年間では売り越し 

  となってしまい、平成22年末から始まった「アベノミクス相場」は年ベースで初めての下落 

  となりました。年明け後も米中の貿易摩擦、中国の景気減速懸念、英国のEU離脱問題など、 

  世界経済の先行きに不透明感が漂い、一進一退の展開となっています。 

このような環境の中、「お客さま第一」の経営理念に立脚し、地元の証券会社としてお客 

さまとの接点を拡大し、よりホットな情報の提供やお客さまのニーズを的確に捉えた商品 

  販売に注力してまいりましたが、相場の下落・低迷によるお客さまの運用パフォーマンス 

  の悪化に加え、投資マインドの低下により受入手数料は大幅に減少しました。 

   当期の業績は、純営業収益が6億35百万円（前期比72.1％）となりました。一方で販売費 

  一般管理費は6億84百万円（同90.3％）となり、差し引き営業損失は48百万円（前年同期は 

  1億24百万円の営業利益）となりました。また経常損失は48百万円（前年同期は1億27百万円 

  の経常利益）となりました。 

 

 

  ２．業務の状況を示す指標 

   （１）経営成績等の推移 

（単位：千株、百万円） 

 平成 29年 3月期 平成30年3月期 平成 31年 3月期 

資 本 金          ５５８ ５５８ ５５８ 

発 行 済 株 式 総 数          ２，８００ ２，８００ ２，８００ 

営 業 収 益          ７６３ ８９４ ６４３ 

（ 受 入 手 数 料 ） （   ７１８ ） （   ７７０ ） （  ５３９ ） 

   ((委 託 手 数 料           )) （（  ４４６）） （（  ５０６）） （（  ２８８）） 

   ((引受け・売出し・特定投資家 

  向け売付け勧誘等の手数料 )) 
（（    ０）） （（    ０）） （（    ０）） 

   ((募集・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の取扱い手数料)) 
（（  １６１）） （（  １５３）） （（  １５０）） 

   ((そ の 他 の 受 入 手 数 料           )) （（  １１０）） （（  １１０）） （（  １００）） 

（ トレーディング損益 ） （     ０ ） （   ８８ ） （    ７４ ） 

   ((株券等トレーディング損益)) （（    ０）） （（    ０）） （（    ０）） 

   ((債券等トレーディング損益)) （（    ０）） （（   ８８）） （（   ７４）） 

((その他トレーディング損益)) （（    ０）） （（    ０）） （（    ０）） 

純 営 業 収 益          ７３９ ８８１ ６３５ 

経 常 損 益 ４２ １２７    △４８ 

当 期 純 損 益 ７７ ８１ △５３ 

 

   （２）有価証券引受・売買等の状況 

      ① 株券売買高の推移 

（単位：百万円） 



 8 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 平成 31年 3 月期 

自      己 ４ ３ ３ 

委      託 ４７，１３５ ５５，９５８ ３０，９７５ 

計 ４７，１４０ ５５，９６２ ３０，９７９ 

 

     

  ②有価証券引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し 

    及び私募取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：千株、百万円） 

区分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

平

成

29

年

３

月

期 

株券 - - - 2 21 - - 

国債証券 -  - 582  - - 

地方債証券 200  - 200  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - - - 

受益証券    6,107 - - - 

その他 - - - - - - - 

平

成

30

年

３

月

期 

株券   -   - -   4 22 - - 

国債証券 -  -  452  - - 

地方債証券 200  - 132  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - 1,230 - - 

受益証券    5,220 - - - 

その他 - - - - - - - 

平

成

31

年

3

月

期 

株券 - - - 7 - - - 

国債証券 -  - 418  - - 

地方債証券 200  - 100  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - -  1,706 - - 

受益証券    5,289 - - - 

その他 - - - - - - - 

 

 

  （３）その他業務の状況 

      ① 金地金の売買、売買の媒介、取次ぎ及び代理業務の取扱高 

      取引実績は、３期ともございません。 

      ② 譲渡性預金の預金証書の売買、売買の媒介、取次ぎ若しくは代理業務の取扱高 

      取引実績は、３期ともございません。 

      ③ 保険業法第 2 条第 22 項に規定する保険募集業務の取扱高 

 平成２９年３月期 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

保 険 契 約 金 額（百万円） － － － 

保 険 取 扱 収 益（  万円） 0 － － 

    ④ 当社の行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務の取扱高 

      取扱実績は、３期ともございません。 

 

 

  （４）自己資本規制比率の状況 

                                     （単位：％、百万円） 

 平成２９年３月期 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

自己資本規制比率         （Ａ／Ｂ×100） ８７０.６％ ７９０.３％   ８４２.３％ 
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固定化されていない自己資本

（Ａ） 
１，９８５ １，９４１   １，８７５ 

リスク相当額の合計（Ｂ） ２２８ ２４５     ２２２ 

 

市場リスク相当額 ５ ６       ６ 

取引先リスク相当額 ５３ ６２      ３９ 

基礎的リスク相当額 １６９ １７６     １７６ 

          （※） 自己資本規制比率は、社外流出後の自己資本の額で算出して表示しております。 

 

  （５）使用人及び外務員の総数 

                                       （単位：名） 

区      分 平成２９年３月期 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

使    用    人          ５６人    ５２人    ５２人 

（うち、外務員）          （５４人）       (５０人)       (５０人) 

          

 

 

 

 （注記） 業務の状況に関する事項の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

  １．経理の状況 

   （１）貸借対照表 

             期   別 

 

 科   目 

前        期 

（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

当       期 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

前 期 比 

増 減 

金     額 金     額 金     額 

（ 資 産 の 部 ） 

流 動 資 産 

  現 金 ・ 預 金 

  預 託 金 

    顧 客 分 別 金 信 託 

  トレーディング商品 

   商 品 有 価 証 券 等 

  信 用 取 引 資 産 

    信 用 取 引 貸 付 金 

    信用取引借証券担保金 

  立 替 金 

  短 期 差 入 保 証 金 

  前 払 金 

  前 払 費 用 

未 収 法 人 税 等 

未 収 消 費 税 等 

  未 収 入 金 

  未 収 収 益 

  繰 延 税 金 資 産 

  貸 倒 引 当 金 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

  建 物 

  器 具 ・ 備 品 

  リ ー ス 資 産 

 土 地 

無 形 固 定 資 産 

 ソ フ ト ウ ェ ア 

  電 話 加 入 権 

その他無形固定資産 

投    資    等 

  投 資 有 価 証 券 

  出 資 金 

  長 期 差 入 保 証 金 

  繰 延 税 金 資 産 

  そ の 他 の 投 資 等 

  貸 倒 引 当 金 

百万円 

６，２２６ 

３６７ 

３，１９３ 

３，１９３ 

０ 

０ 

２，５０６ 

２，５０６ 

－ 

８３ 

１０ 

０ 

６ 

－ 

－ 

３ 

４４ 

１２ 

△０ 

 

２２１ 

１３１ 

９１ 

１２ 

－ 

２６ 

０ 

０ 

０ 

０ 

９０ 

５４ 

０ 

３５ 

－ 

３ 

△３ 

百万円 

５，１９５ 

７０３ 

２，８２０ 

２，８２０ 

０ 

０ 

１，５３３ 

１，５０２ 

３０ 

５８ 

１０ 

０ 

７ 

２２ 

３ 

２ 

３４ 

－ 

△０ 

 

２２５ 

１２８ 

８６ 

１１ 

３ 

２６ 

５ 

４ 

０ 

０ 

９１ 

５４ 

０ 

３５ 

２ 

０ 

△０ 

百万円 

△１，０３１ 

３３５ 

△３７３ 

△３７３ 

 △０ 

 △０ 

△９７２ 

△１,００３ 

３０ 

 △２４ 

０ 

０ 

０ 

２２ 

３ 

△０ 

△１０ 

△１２ 

０ 

 

３ 

△２ 

△４ 

 △１ 

３ 

０ 

４ 

４ 

 ０ 

０ 

１ 

△０ 

０ 

△０ 

２ 

△２ 

２ 

資  産  合  計 ６，４４８ ５，４２０ △１,０２７ 
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             期  別 

 

 科  目 

前       期 

（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

当    期 

（平成 31 年 3 月 31 日現在） 

前 期 比 

増 減 

金    額 金    額 金    額 

（ 負 債 の 部 ） 

流 動 負 債 

信 用 負 債 勘 定 

    信 用 取 引 借 入 金 
    信用取引貸証券受入金 

  預 り 金 

    顧 客 か ら の 預 り 金 

    そ の 他 の 預 り 金 

  受 入 保 証 金 

    信用取引受入保証金 

  未 払 金 

  未 払 費 用 

  未 払 法 人 税 等 

  賞 与 引 当 金 

役 員 賞 与 引 当 金 

偶 発 損 失 引 当 金 

リ ー ス 債 務 

固 定 負 債 

  繰 延 税 金 負 債 

  退 職 給 付 引 当 金 

  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 

  リ ー ス 債 務 

特 別 法 上 の 準 備 金 

  金融商品取引責任準備金 

百万円 

４，０８４ 

  ８４２ 

８４２ 

 － 

２，８３４ 

２，７１３ 

 １２０ 

２８７ 

２８７ 

 ９ 

２５ 

３７ 

２６ 

 ２０ 

－ 

－ 

１９３ 

５ 

１３３ 

５３ 

－ 

１８ 

１８ 

百万円 

３,１４６ 

  ４４１ 

４１０ 

 ３０ 

２，５７６ 

２，４６１ 

 １１４ 

９３ 

９３ 

 ０ 

２０ 

－ 

８ 

 － 

４ 

０ 

１９９ 

－ 

１２７ 

６８ 

２ 

１８ 

１８ 

百万円 

△９３７ 

△４０１ 

△４３１ 

３０ 

△２５８ 

△２５２ 

△５ 

  △１９４ 

  △１９４ 

△９ 

△４ 

   △３７ 

△１７ 

△２０ 

４ 

０ 

  ６ 

△５ 

 △６ 

 １５ 

２ 

０ 

０ 

負  債  合  計 ４，２９５ ３，３６３ △９３１ 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 資 本 剰 余 金 

  資 本 準 備 金 

 利 益 剰 余 金 

  利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券評価差額金 

 

２，１３２ 

５５８ 

１０８ 

１０８ 

１，４６６ 

３１ 

１，４３５ 

２０ 

２０ 

 

２，０３７ 

５５８ 

１０８ 

１０８ 

１，３７１ 

３１ 

１，３３９ 

１９ 

１９ 

 

△９５ 

０ 

０ 

０ 

△９５ 

０ 

△９５ 

△０ 

△０ 

純 資 産 合 計 ２，１５３ ２，０５７ △９６ 

負債・純資産合計 ６，４４８ ５，４２０ △１,０２７ 
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（２）損益計算書 

科     目 

前        期 
自 平成 29 年 4 月 01 日 

至 平成 30 年 3 月 31 日 

当       期 
自 平成 30 年 4 月 01 日 

至 平成 31 年 3 月 31 日 

前    期  比 

金        額 金        額 金        額 

 

営 業 収 益 

    受 入 手 数 料 

    ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 

    金 融 収 益 

金 融 費 用 

百万円 

８９４ 

７７０ 

８８ 

３４ 

１３ 

百万円 

６４３ 

５３９ 

７４ 

２９ 

８ 

％ 

７２．０ 

７０．０ 

８４．２ 

８３．５ 

６２．１ 

純 営 業 収 益 ８８１ ６３５ ７２．１ 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 

    取 引 関 係 費 

    人 件 費 

    不 動 産 関 係 費 

    事 務 費 

    減 価 償 却 費 

    租 税 公 課 

貸 倒 引 当 金 繰 入 

    そ の 他 

７５７ 

１１２ 

４５２ 

７６ 

７３ 

７ 

１８ 

０ 

１６ 

６８４ 

９９ 

４０７ 

７３ 

７０ 

６ 

９ 

－ 

１７ 

９０．３ 

８９．０ 

９０．１ 

９５．８ 

９５．１ 

９２．５ 

４９．７ 

－ 

 １０５．０ 

営 業 利 益  １２４  △４８ － 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

４ 

０ 

４ 

４ 

１０６．５ 

６９８．８ 

経 常 利 益  １２７  △４８ － 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

０ 

－ 

－ 

０ 

  － 

   － 

税 引 前 当 期 純 利 益  １２７  △４８ － 

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

５０ 

 △３ 

０ 

 ４ 

１．４ 

－ 

当 期 純 利 益 ８１ △５３ － 
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（３）株主資本等変動計算書 

 

前  期  自平成２９年４月１日 至平成３０年３月３１日            （単位：百万円） 

  株 主 資 本 

  
資本金 

資    本 

剰 余 金 
利 益 剰 余 金 

株主資本 

合  計   
資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合   計 

  

別  途 

積 立 金 

繰越利益

剰 余 金 

当 期 首 残 高 558 108 108 31 626 755 1,413 2,079 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当      △28 △28 △28 

当 期 純 利 益      81 81 81 

株主資本以外の項目の 

当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 
        

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 53 53 53 

当 期 末 残 高 558 108 108 31 626 808 1,466 2,132 

        

        

 

評 価  ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 

合           計 

当 期 首 残 高 14 14 2,094 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △28 

当 期 純 利 益   81 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 5 5 5 

当 期 変 動 額 合 計 5 5 58 

当 期 末 残 高 20 20 2,153 

（注）1. 剰余金の配当については平成 29 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

2. 百万円未満の端数は切り捨てて表示しております。 
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当  期  自平成３０年４月１日 至平成３１年３月３１日            （単位：百万円） 

  株 主 資 本 

  
資本金 

資    本 

剰 余 金 
利 益 剰 余 金 

株主資本 

合  計   
資 本 

準 備 金 

資 本 

剰 余 金 

合 計 

利 益 

準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合   計 

  

別  途 

積 立 金 

繰越利益

剰 余 金 

当 期 首 残 高 558 108 108 31 626 808 1,466 2,132 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当      △42 △42 △42 

当 期 純 利 益      △53 △53 △53 

株主資本以外の項目の 

当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 
        

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △95 △95 △95 

当 期 末 残 高 558 108 108 31 626 713 1,371 2,037 

        

        

 

評 価  ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 その他有価証券 

評 価 差 額 金 

評価・換算差額等 

合           計 

当 期 首 残 高 20 20 2,153 

当 期 変 動 額    

剰 余 金 の 配 当   △42 

当 期 純 利 益   △53 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △0 △0 △0 

当 期 変 動 額 合 計 △0 △0 △96 

当 期 末 残 高 19 19 2,057 

（注）1. 剰余金の配当については平成 30 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

2. 百万円未満の端数は切り捨てて表示しております。 

 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

                       （平成 30 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

株式会社 証券ジャパン ８４２ 

 

                       （平成 31 年 3 月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

株式会社 証券ジャパン   ４１０ 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。） 

の取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

 （１）株券 － － － － － － 

 （２）債券 － － － － － － 

 （３）その他 － － － － － － 

２．固定資産 ２５ ５４ ２９ ２５ ５４ ２８ 

 （１）株券 ２５ ５４ ２９ ２５ ５４ ２８ 

 （２）債券 － － － － － － 

 （３）その他 － － － － － － 

合  計 ２５ ５４ ２９ ２５ ５４ ２８ 

   （注）トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約 

   価額、時価及び評価損益 

  （１） 先物取引・オプション取引の状況 

     ① 株式                                                            （単位：百万円） 

 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

１．株価指数先物取引 － － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

２．株価指数オプション取引 － － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

   （注）トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く 

 

     ② 債券                                                            （単位：百万円） 

 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

１．債券先物取引 － － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

２．債券オプション取引 － － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

   （注）トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く 
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  （２）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

                                      （単位：百万円） 

 平成３０年３月期 平成３１年３月期 

取得価額 時価 評価損益 取得価額 時価 評価損益 

１．有価証券先渡取引 － － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

２．有価証券店頭指数等先渡

取引 
－ － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

３．有価証券店頭オプション

取引 
－ － － － － － 

 （１）売建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

 （２）買建 － － － － － － 

   ①コール － － － － － － 

   ②プット － － － － － － 

４．有価証券店頭指数等スワ

ップ取引 
－ － － － － － 

   （注）トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く 

 

（注記） 財産の状況に関する事項の記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

  ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

     会社法第４３６条の第２項第１号の規定に基づき、会計監査法人の監査を受けております。 

         EY 新日本有限責任監査法人 

                指定有限責任社員・業 務 執 行 社 員 公認会計士  池田 裕之 
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注 記 事 項 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

  1． 有価証券の評価基準および評価方法 

  （１）トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）等の評価基準および評価方法 

      トレーディング商品に属する有価証券（売買目的有価証券）およびデリバティブ取引等に 

ついては、時価法を採用しております。 

  （２）トレーディング商品に属さない有価証券等の評価基準および評価方法 

      トレーディング関連以外の有価証券等については、以下の評価基準および評価方法を適用 

しております。 

      その他有価証券 

       時価のあるもの・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表価額とし 

評価差額は全部純資産直入法によっております。 

                  なお、売却原価は移動平均法により算定しております。 

       時価のないもの・・・ 移動平均法による原価法によっております。 

 

  ２． 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く） 

       定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）および平

成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用しており

ます。 

      なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

       建物            １５年 ～ ３９年 

       建物附属設備         ８年 ～ １５年 

       備品             ３年 ～ ２０年 

  （２）無形固定資産（リース資産を除く） 

      定額法を採用しております｡ 

      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい 

ております。 

  （３）リース資産 

      所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

３． 引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 

貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。 

  （２）賞与引当金 

      従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

  （３）役員賞与引当金 

      役員賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金について、当期末における退職給付債務の

見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上しております。 

  （５）役員退職慰労引当金 

      役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規程に基づく期末要支給額
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を計上しております。 

 

（６） 金融商品取引責任準備金 

      証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第４６条の５に基づき、「金融商品取

引業等に関する内閣府令」第１７５条に定めるところにより算出した額を計上しております。 

（７） 偶発損失引当金 

      係争案件等の将来発生する可能性のある偶発損失に備えるため、偶発事象ごとに個別 

     のリスクを検討し、当事業年度末において合理的に算定した損失見込額を計上してお 

     ります。 

 

 

 ４． その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

      消費税等の会計処理方法 

      消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

  

 (表示方法の変更) 

   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第 28 号 平成 30 年 2 月 16 日）を 

当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債 

は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。 

 

 ２．貸借対照表に関する注記 

 

  １． 担保に供している資産 

貸借対照表計上額のうち担保に供している資産はありません。 

 

  ２． 担保等として差入をした有価証券の時価額 

     信用取引貸証券                   ２８，１６８千円 

     信用取引借入金の本担保証券            ４０９，９０６千円 

     差入保証金代用有価証券              ６６１，３４８千円 

 

  ３． 担保等として差入を受けた有価証券の時価額 

     信用取引貸付金の本担保証券          １，４１０，１７９千円 

     信用取引借証券                   ２８，１６８千円 

     受入保証金代用有価証券            １，５７３，８９２千円 

 

４． 有形固定資産の減価償却累計額           １５５，６８０千円 

 

  ５． 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

      金銭債権 

       未収入金                           － 

       未収収益                       ７２７千円 

       信用取引借証券担保金              ３０，５８２千円 

       短期差入保証金                 １０，０００千円 

 

      金銭債務 

       信用取引借入金                ４１０，８４６千円 

       未払金                         ３３千円 

       未払費用                       ７００千円 
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３．損益計算書に関する注記 

 

    関係会社との取引高 

     

  営業取引による取引高 

      営業収益                      ３，６５４千円 

      営業費用                     ２４，６７９千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

 

  １． 当事業年度末における発行済株式の数 

     普通株式                    ２，８００，０００株 

 

  ２． 当事業年度末における自己株式の数 

     該当はありません。 

 

 

３． 配当に関する事項 

 ① 配当金支払額 

決  議 
株 式 の

種  類 
配当金の総額 

1 株当り 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

平成 30 年 6 月 26 日 

定 時 株 主 総 会 

普 通 

株 式 
42,000 千円 15 円 平成 30年 3月 31日 平成 30 年 6 月 27 日 

    

② 基準日が当期に属する配当のうち、効力発生日が翌期となるもの 

     令和元年 6 月 27 日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。 

株 式 の

種  類 
配当金の総額 配 当 金 の 原 資 

1 株当り 

配 当 額 
基 準 日 効 力 発 生 日 

普 通 

株 式 
8,400 千円 利 益 剰 余 金   3 円 平成 31年 3月 31日 令和元年 6 月 28 日 

 

 

５．税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

    繰延税金資産 

賞与引当金                      ２，５６５千円 

役員賞与引当金                          － 

役員退職慰労引当金                 ２０，９９３千円 

貸倒損失否認                     ４，７２０千円 

未払社会保険料                      ３７９千円 

偶発損失引当金                    １，４７０千円 

退職給付引当金                   ３８，７７３千円 

金融商品取引責任準備金                ５，６２０千円 

繰越欠損金                     １９，３９１千円 

その他                        ３，２６３千円 

繰延税金資産小計                  ９７，１７７千円 
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評価性引当金                   △８６，０２１千円 

繰延税金資産合計                  １１，１５６千円 

 

    繰延税金負債 

     その他有価証券評価差額金               ８，９００千円 

     繰延税金負債合計                   ８，９００千円 

     繰延税金資産純額                   ２，２５５千円 

 

 

 

６．金融商品に関する注記 

 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金及び安全性の高い金融資産に限定しております。 

また、顧客の信用取引の資金需要に応じるため、主として取次証券会社から信用借入金を 

行い、安定的な資金調達に努めております。 

（２）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制 

    当社の保有する金融商品には、主に投資有価証券、信用取引貸付金及び信用取引借入金等 

があります。 

    投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関 

係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し 

ています。 

    信用取引貸付金は主として国内の法人及び個人に対する営業貸付金であり、顧客の契約不 

履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、社内規程 

に従い、顧客ごとの期日管理、残高管理及び担保管理を行い与信状況を定期的に把握する体 

制としています。 

    信用取引借入金は主として国内の取引証券会社からの借入金で、一定の環境の下で当社が 

市場を利用できなくなる場合など、支払期日にその支払を実行できなくなる流動性リスクに 

晒されています。当該リスクに関しては、社内規程に従い、資金繰り管理を適切に行うとと 

もに、適切なリスク認識と評価を行うこと等により適切に管理しています。 

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算 

定された価額が含まれています。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

平成 31 年 3 月 31 日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。 

                                    （単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時価（＊） 差額 

（1） 現金・預金 703,361  703,361  －  

（2） 顧客分別金信託 2,820,000 2,820,000  －  

（3） トレーディング商品 47   47   －  

（4） 信用取引貸付金 1,502,793  1,502,793  －  

（5） 投資有価証券 41,672  41,672  －  

（6） 信用取引借入金 （410,846） （410,846） －  

（7） 顧客からの預り金 （2,461,163） （2,461,163） －  
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     （＊） 負債に計上されているものについては、（  ）で示しております。 

 

（注 1） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（1）現金及び預金 （2）顧客分別金信託 （3）トレーディング商品（4）信用取引貸付金 

（6）信用取引借入金（7）顧客からの預り金 

        これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿 

価額によっております。 

（5）投資有価証券  

        これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

（注 2） 非上場株式（貸借対照表計上額 12,737 千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・

フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「（5）投資有価証券」には含めておりません。 

 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

 

１． 親会社および法人主要株主等 

    （単位：千円） 

種類 
会社等の 

名称 

議決権等の 

所有（被所有） 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 株式会社 

証券ジャパン 

 

被所有 

 直接 64.5% 

  

役員の受入 

証券取引所へ

の注文取次 

株式の支払手数料（注 1） 

信用取引金融費用（注 1） 

 

外口株式の取次手数料

（注 1） 

信用取引金融収益（注 1） 

 

信用取引 

 

19,946 

4,733 

 

364 

 

3,290 

 

－ 

－ 

未払費用 

未払金 

   － 

 

未収収益 

未収入金 

信用取引借証券担保金 

短期差入保証金 

信用取引借入金 

－ 

700 

33 

－ 

 

727 

－ 

30,582 

10,000 

410,846 

 

取引条件および取引条件の決定方針等 

  （注１）価格その他の取引条件については、市場価格等を勘案した一般的取引条件にて、当社と 

関連を有しない他の当事者との取引と同様に決定しております。 

 

 

２．子会社及び関連会社等 

  該当はありません。 

 

 

 

 

３．兄弟会社等 

該当はありません 
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４．役員及び個人主要株主等 

  該当はありません。 

 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

 

    １株当たり純資産額              ７３４円６６銭 

    １株当たり当期純利益             △１９円１７銭 

 

 

９．重要な後発事象に関する注記 

 

  該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．管理の状況 

  １．内部管理の状況の概要 

     【内部管理部門の組織図】 

           

 内 部 管 理 統 括 責 任 者

監 査 部 内部管理統括補助責任者

  
    【業務分掌】 

部 課 名 分   掌   業   務 

監 査 部 社内監査に関すること 

役職員に係る事故及び処理に関すること 

顧客との紛争の調査及び処理に関すること 

顧客の取引等の状況の考査に関すること 

営業員の営業活動状況の考査に関すること 

有価証券等の価格形成動向の監視に関すること 

内部者取引、特金勘定の管理に関すること 

損失補塡、取引一任勘定取引の防止等に関すること 
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注文伝票等の審査に関すること 

契約締結前交付書面、契約締結時交付書面、計算書等の点検に関すること 

信用取引、上場先物・オプション取引、現先取引の管理に関すること 

有価証券の引受け等の管理に関すること 

金地金の売買取引の委託の代理業務の管理に関すること 

有価証券担保貸付の管理に関すること 

国内ＣＤ、国内ＣＰの管理に関すること 

外国証券の管理に関すること 

売買審査事項に係わる調査及び報告に関すること 

顧客からの苦情及び問い合わせに対する調査及び回答に関すること 

法人関係情報等の登録・抹消等管理全般に関すること 

マネー・ローンダリング等防止に関する資産凍結等経済制裁者等のフィルタ

リングの対象リストの管理・更新に関すること 

マネー・ローンダリング等防止の取引のモニタリング・疑わしい顧客・取引

の届出に関すること 

  

   【顧客からの苦情及び相談の取扱い方法】 

    取引内容や営業姿勢に関するもの等、顧客からの苦情・相談は監査部が調査のうえ、原則と

して、書面にて顧客へ回答を行います。また、紛争に関しては監査部が調査にあたり「苦情・

紛争処理規程」に基づき当該処理を行います。 

 

   

 

  【内部監査体制】 

    「社内監査規程」に基づき、法令・諸規則等の遵守状況、業務の活動状況、会計処理の状況

のほか会社が必要と認める事項について、監査部が臨店監査及び書類監査を行います。監査の

実施要領は、毎期初に監査部が策定のうえ、取締役会で審議のうえこれを定めています。 

 

 

  ２．分別管理等の状況 

   （１）金融商品取引法第 43 条の 2 の規定に基づく分別管理の状況 

   ① 顧客分別金信託の状況 

                                        （単位：百万円） 

項               目 平成 30 年 3 月 31 日現在の金額 平成 31 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧客

分別金必要額 
    ３，０７５ ２，５４７ 

期末日現在の顧客分別金信

託額 
    ３，１９３ ２，８２０ 

期末日現在の顧客分別金必

要額 
    ２，８２６ ２，５７２ 

 

     ②有価証券の分別管理の状況 

イ 保護預り有価証券 

有価証券の種類 
平成 30 年 3 月 31 日現在 平成 31 年 3 月 31 日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 29,181 千 株 4 千 株 27,134 千 株  3 千 株 

債券 額面金額 3,399 百万円 168,002百万通貨 3,556 百万円 154,690 百万通貨 
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受益証券 口数 38,918 百万口 0 百万口 30,709 百万口   0 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

ロ 受入代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 30 年 3 月 31 日現在 平成 31 年 3 月 31 日現在 

数   量 数   量 

株券 株数 ９３４ 千 株 １，３３８ 千 株 

債券 額面金額 － 百万円 － 百万円 

受益証券 口数 １，１２３ 百万口 ５２３ 百万口 

その他 額面金額           －            －     

 

ハ 管理の状況 

顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価証券 

（以下「顧客有価証券」という。）については、次に定める方法により確実かつ整然と保管 

しています。 

（１）国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券、投資 

証券、受益証券及び出資証券 

 イ 顧客有価証券は、原則として、証券保管振替機構（以下「機構」という。）にお

いて帳簿等により当社の固有財産である有価証券その他の顧客有価証券以外の有

価証券（以下「固有有価証券等」という。）と顧客有価証券とを区分管理し、混蔵

して保管しています。また、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できる

よう管理しています。ただし、顧客の申し出等により機構へ再寄託しない国内上場

証券については、日本証券代行株式会社（以下「保管機関」という。以下同じ。）

において、固有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券についてどの

顧客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管しています。 

 ロ 顧客の指示により転換社債型新株予約権付社債券の新株予約権の行使（転換請求

を含む。）等のため、発行会社（株主名簿管理人を含む。以下同じ。）へ提供したも

のについては、当該銘柄、数量及び提供先が委任顧客毎に直ちに把握できるよう当

社の帳簿等により適宜管理しています。 

 

（２）国内上場外国有価証券 

    顧客有価証券は、原則として、機構において、帳簿等により固有有価証券等と顧

客有価証券とを区分し、管理又は混蔵して保管しています。また、当社の帳簿等に

より各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しています。 

 

（３）振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等 

   イ 顧客有価証券の国債においては、振替法の規定に基づき、日本銀行において、固

有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当

社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理しています。 

   ロ 社債、株式等＊（前述の国債を除く。）においては、振替法の規定に基づき、直

近上位機関〔日本証券代行株式会社〕において、固有有価証券等と顧客有価証券の

口座を明確に区分し、顧客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客

の持分を直ちに判別できる状態で管理しています。 

   ＊「振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債、株式等」には、現在、国債、短期社債、

一般債、投資信託受益権、株式、新株予約権付社債、新株予約権、投資口及び優先出資のみが該

当します。 

 

（４）転換社債型新株予約権付社債券及び（３）に規定する有価証券以外の国内債券及び

新株予約権証券等 
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     顧客有価証券は、原則として、保管機関において、固有有価証券等と顧客有価証

券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が当社の帳簿等に

より直ちに判別できる状態で保管しています。ただし、大券で発行された証券及び

株式ミニ投資など、単一券面を自己と顧客とが共有することとされており、固有有

価証券部分と顧客有価証券部分について明確に保管場所の区分ができないものに

ついては、当社の帳簿等により、その保管場所を明らかにするとともに、固有有価

証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判

別できるよう管理しています。 

 

（５）投資信託受益証券 

     原則として、機構において混蔵して保管しています。この場合において、固有有

価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分させ、顧客有価証券に係る各顧客

の持分については、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理しています。た

だし、単一券面を自己と顧客とが共有することとなった場合など、固有有価証券部

分と顧客有価証券部分について明確な保管場所の区分ができないものについては、

当社の帳簿等により、その保管場所を明らかにするとともに、固有有価証券分と顧

客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよ

う管理しています。 

 

（６）累積投資商品 

    累積投資契約に基づき、単一券面を当社と当社の顧客とが共有している株券、債

券及び受益証券等は、当社の帳簿等によりその保管場所を明らかにし且つ他の有価

証券と区分して保管又は管理しています。この場合において、当社の帳簿等により、

固有有価証券等と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直

ちに判別できるよう管理しています。 

 

（７）海外の保管機関で保管又は管理されている有価証券 

    顧客有価証券は、海外の保管機関にて保管しています。海外の保管機関では、口

座区分などの方法により、固有有価証券等と顧客有価証券とを区分させ、顧客有価

証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で管理して

います。ただし、海外の保管機関において顧客有価証券に係る持分が判別できる状

態で保管又は管理させることができない場合には、当社の帳簿等により、固有有価

証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判

別できるよう管理しています。 

 

 

     ③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

        該当する事項はありません。 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

  １．当社及びその子会社等の集団の構成 

     該当する事項はありません。 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

    該当する事項はありません。 

商号又は名称 本店所在地 資本金 事業内容 
当社及び子

会社等の保

子会社等の

総株主の議
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有する議決

権の数 

決権に占め

る当該保有

する議決権

の数の割合 

  百万円  口 ％ 

 

                                以   上 


